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１ 事業の概況 

（１）総括事項 

本市の軌道事業は、大正 13年（1924年）8月 1日に営業を開始して以来、本市の都市活動や

市民の生活に欠かせない基幹公共交通として重要な役割を担っています。熊本市交通局では、

将来にわたって安全で快適な運行サービスを提供するため、市電利用者の利便性向上や安全面

の確保に向けて様々な取組を進めるとともに、令和 3年（2021年）3月には、経営の基本方針

と総合的な取組方針を示した「熊本市交通局経営計画（2021～2028）」を策定しました。同計画

の進捗状況につきましては、毎年度評価を実施し、交通事業運営審議会へ報告しています。 

さて、令和 5年度上期は、令和元年（2019年）の消費税率引き上げ以降も維持してきた運賃

170円を、昨今のコロナ禍や電力費高騰等への対応として、6月から 180円に改定しました。乗

車人員、運輸収入については、コロナ禍前の水準に戻りつつあり、前年度同期と比べ増加、増

収となりました。 

令和 5年度上期の経営状況及び主要施策の実施状況等については、以下のとおりです。 

 

まず、経営状況については、令和 5年度上期の乗車人員数は 513万 6千人と前年度同期に比

べて 89万人の増加（21.0％増）となり、運輸収入は 7億 5千 1百万円と前年度同期に比べて 1

億 5千 1百万円の増収（25.1％増）となりました。 

ただし、営業収支としては 3千 7百万円の営業損失を計上しました。一方で、経常収支とし

ては5百万円の経常利益を計上するなど、事業全体としても5百万円の純利益を計上しました。 

 

  次に、主要施策の実施状況については、市電利用者の利便性向上の一環として、これまで一

部車両のみであったクレジットカードのタッチ決済を 4月からは全車両に導入するとともに、

併せて QR コード決済を新たに導入しました。また、6 月にはモバイル回数券や 24 時間乗車券

の販売・利用を開始しました。7 月から 9 月にかけては、ビアガー電の運行を行うとともに、

グッズ販売にも力を注ぐなど乗客誘致に努めました。運行面では、5 月に土曜ダイヤ・日祝日

ダイヤの改正を行うとともに、より分かりやすいダイヤとなるよう発着時間のパターン化を行

いました。   

  最後に、工事の実施状況については、商業高校前電停改良工事を行い、8 月から下り電停の

供用を開始しました。 

 

  以上が、令和 5年度上期の経営状況及び主要施策の実施状況等となります。今後もより一層

の経営努力と乗客サービスの充実を図り、公営交通事業者としての使命達成のため全力を尽く

してまいります。 



（２）業務量

 増減 増減率(％)

日 183 183 0.0 0.0

ｷﾛ 12.092 12.092 0.0 0.0

ワ　ン 期 末 両 36 36 0.0 0.0

マ　ン 延 日 両 6,588 6,588 0.0 0.0

期 末 両 18 18 0.0 0.0

延 日 両 3,294 3,294 0.0 0.0

両 6,866 6,714 152.0 2.3

ｷﾛ 789,538.1 778,315.5 11,222.6 1.4

人 3,863,228 3,145,555 717,673.0 22.8

人 1,272,727 1,100,593 172,134.0 15.6

人 5,135,955 4,246,148 889,807.0 21.0

円 592,874,857 468,547,403 124,327,454.0 26.5

円 157,677,751 131,368,416 26,309,335.0 20.0

円 750,552,608 599,915,819 150,636,789.0 25.1

KWH 2,245,600 2,207,789 37,811.0 1.7

両 37.5 36.7 0.8 2.2

ｷﾛ 4,314.4 4,253.1 61.3 1.4

人 28,065.3 23,203.0 4,862.3 21.0

円 4,101,380.4 3,278,228.5 823,151.9 25.1

KWH 12,271.0 12,064.4 206.6 1.7

ｷﾛ 115.0 115.9 △ 0.9 △0.8

人 748.0 632.4 115.6 18.3

円 109,314.4 89,353.0 19,961.4 22.3

KWH 327.1 328.8 △ 1.7 △0.5

人 6.5 5.5 1.0 18.2

円 950.6 770.8 179.8 23.3

KWH 2.8 2.8 0.0 0.0

％ 75.2 74.1

％ 24.8 25.9

％ 100.0 100.0

％ 79.0 78.1

％ 21.0 21.9

％ 100.0 100.0

単位 令和5年度上期 令和4年度上期
比　　　　較

営 業 日 数

乗 車 人 員

定 期 外

定 期

計

区　　　　分

期 末 営 業 キ ロ

在 籍

車 両 数
連接車

延 使 用 車 両 数 （ 旅 客 車 ）

延 走 行 キ ロ （ 旅 客 車 ）

運 輸 収 入

定 期 外

定 期

計

使 用 電 力 量

使 用 電 力 量

１ 日 １ 車
平 均

走 行 キ ロ

乗 車 人 員

運 輸 収 入

使 用 電 力 量

１ 日 平 均

使 用 車 両 数

走 行 キ ロ

乗 車 人 員

運 輸 収 入

１車１キロ
当 り

乗 車 人 員

運 輸 収 入

使 用 電 力 量

乗 車 人 員
構 成 比 率

定 期 外

定 期

計

運 輸 収 入
構 成 比 率

定 期 外

定 期

計
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２　令和５年度（上期）熊本市交通事業決算報告書

（１）収益的収入及び支出

収入

第１款軌道事業収益

　第１項営業収益

　第２項営業外収益

　第３項特別利益

支出

第１款軌道事業費用

　第１項営業費用

　第２項営業外費用

区　　　　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第24条

第3項の規定による支出額
に係る財源充当額

2,301,769,000 0 0

1,664,241,000 0 0

627,763,000 0 0

9,765,000 0 0

区　　　　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額

地方公営企業法
第24条第3項の
規定による支出

額

小　　計

2,310,754,000 0 0 0 0 2,310,754,000

2,269,245,000 0 0 6,216,000 0 2,275,461,000

41,509,000 0 0 △ 6,216,000 0 35,293,000
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（単位：円）

（単位：円）

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決　算　額
収入率
（％）

備　　考
合　　　計

53.7%

2,301,769,000 943,756,522 41.0%

1,664,241,000 893,903,786

0.7%

627,763,000 49,780,459 7.9%

9,765,000 72,277

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決 算 額
執行率
（％）

備　　考地方公営企業法
第26条第2項の
規定による繰越

額

合　　計

0 2,310,754,000 886,070,106 38.3%

0 2,275,461,000 878,695,932 38.6%

0 35,293,000 7,374,174 20.9%
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（２）資本的収入及び支出

収入

当初予算額 補正予算額 小　　計

第１款資本的収入 1,111,183,000 0 1,111,183,000

　第１項企業債 663,600,000 0 663,600,000

　第２項国（県）補助金 215,054,000 0 215,054,000

　第３項工事受託金 29,100,000 0 29,100,000

　第４項他会計補助金 203,429,000 0 203,429,000

支出

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額 小　　計

第１款資本的支出 1,493,176,000 0 0 0 1,493,176,000

　第１項建設改良費 1,067,573,000 0 0 0 1,067,573,000

　第２項企業債償還金 301,603,000 0 0 0 301,603,000

　第３項他会計長期借入返還金 120,000,000 0 0 0 120,000,000

　第４項予備費 4,000,000 0 0 0 4,000,000

区　　　　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　

地方公営企業法第26条の規
定による繰越額 に係る財源充
当額

181,253,500

101,400,000

79,853,500

0

0

区　　　　　分

予　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　
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（単位：円）

合　　計

1,292,436,500 0 0.0%

765,000,000 0 0.0%

294,907,500 0 0.0%

29,100,000 0 0.0%

203,429,000 0 0.0%

（単位：円）

地方公営企業
法第26条の規
定による繰越額

継続費逓
次繰越額

合　　計

193,107,000 0 1,686,283,000 353,122,084 20.9%

193,107,000 0 1,260,680,000 202,715,202 16.1%

0 0 301,603,000 150,406,882 49.9%

0 0 120,000,000 0 0.0%

0 0 4,000,000 0 0.0%

予　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　

決　算　額
収入率
（％）

備　　考
継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

0

0

0

0

0

予　　　　　　　算　　　　　　　　額　　　

決 算 額
執行率
（％）

備　　考
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３　財務諸表

（単位：円）

１　営業収益

（１）運輸収益 750,552,608

（２）運輸雑収益 68,924,188 819,476,796

２　営業費用

（１）線路保存費 27,460,612

（２）電路保存費 26,474,810

（３）車両保存費 138,655,020

（４）運転費 332,059,320

（５）運輸管理費 86,918,932

（６）一般管理費 59,155,384

（７）広告費 13,477,794

（８）減価償却費 172,268,196 856,470,068

　　 営業損失 36,993,272

３　営業外収益

（１）長期前受金戻入 49,170,891

（２）雑収益 567,107 49,737,998

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 7,374,164

（２）雑支出 10 7,374,174 42,363,824

　　 経常利益 79,357,096

５　特別利益

（１）その他特別利益 72,277 72,277 72,277

当期純利益 79,429,373

前年度繰越利益剰余金 611,002,989

当期未処分利益剰余金 690,432,362

( １ ) 令 和 ５ 年 度 （ 上 期 ） 熊 本 市 交 通 事 業 損 益 計 算 書

(令和5年4月1日から令和5年9月30日まで)

-7-



（単位：円）

１　固定資産

(1)

ア 土 地 1,890,695,728

イ 建 物 1,201,222,482

減 価 償 却 累 計 額 △ 729,306,960 471,915,522

ウ 線 路 設 備 5,777,470,905

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,980,958,965 2,796,511,940

エ 電 路 設 備 874,613,168

減 価 償 却 累 計 額 △ 376,800,771 497,812,397

オ そ の 他 構 築 物 689,892,698

減 価 償 却 累 計 額 △ 348,234,799 341,657,899

カ 車 両 2,712,174,893

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,269,160,323 443,014,570

キ 機 械 装 置 1,374,484,422

減 価 償 却 累 計 額 △ 956,770,747 417,713,675

ク 工 具 器 具 及 び 備 品 588,825,485

減 価 償 却 累 計 額 △ 470,413,569 118,411,916

ケ 建 設 仮 勘 定 245,822,859

7,223,556,506

(2)

ア 施 設 利 用 権 14,454,138

イ 電 話 加 入 権 1,576,100

ウ　そ の 他 無 形 固 定 資 産 2,937,501

18,967,739

7,242,524,245

２　流動資産

(1) 651,010,651

(2)

ア 営 業 未 収 金 104,863,261

イ 営 業 外 未 収 金 115,168

ウ そ の 他 未 収 金 200 104,978,629

(3) 28,605,631

(4) 1,042,970

(5) 13,967,254

(6) 40,070,489

839,675,624

8,082,199,869

未 収 金

（２）令和５年度（上期）熊本市交通事業貸借対照表
(令和5年9月30日)

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３　固定負債

(1)

ア 建設改良費等の財源に 2,386,196,795

充 て る た め の 企 業 債

2,386,196,795

(2)

ア そ の 他 の 長 期 借 入 金 249,000,000

249,000,000

(3)

ア 退 職 給 付 引 当 金 568,651,019

568,651,019

3,203,847,814

４　流動負債

(1)

ア 建設改良費等の財源に 150,777,773

充 て る た め の 企 業 債

150,777,773

(2)

ア そ の 他 の 長 期 借 入 金 120,000,000

120,000,000

(3) 88,751,330

(4) 217,225

(5) 134,414,314

494,160,642

５　繰延収益

4,176,182,009

△ 2,423,579,439

1,752,602,570

5,450,611,026

６　資本金 2,015,143,025

７　剰余金

(1)

ア 当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金 616,445,818

616,445,818

616,445,818

2,631,588,843

8,082,199,869

他 会 計 借 入 金 合 計

負　　債　　の　　部

企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

長 期 前 受 金

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計

未 払 金

前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
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４　企業債及び一時借入金の概況

　（１）企業債

（単位：円）

借   入   先 年度当初残高 当期借入高 当期償還高 当期末残高

地方公共団体金融機構 2,222,576,978 0 112,354,573 2,110,222,405

財 務 省 195,714,472 0 14,161,059 181,553,413

熊 本 銀 行 64,550,000 0 6,688,750 57,861,250

肥 後 銀 行 26,440,000 0 2,710,000 23,730,000

み ず ほ 銀 行 55,280,000 0 8,560,000 46,720,000

福 岡 銀 行 106,660,000 0 3,912,500 102,747,500

熊 本 中 央 信 用 金 庫 16,160,000 0 2,020,000 14,140,000

合 計 2,687,381,450 0 150,406,882 2,536,974,568

　（２）一時借入金

　　該当事項なし
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